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問 障がいを抱えている住民の人数は。
 町長　令和 3年度末で、障害者手帳を所持してい

る方は 2,525 人。

問 農福連携を進めて成果・課題は何か。
 町長　担い手不足や高齢化が進む農業

分野の新たな働き手の確保につながり、

障がい者等の就労や生きがいづくりの場となる。

課題は、マッチング、作業の細分化、単純化、明

確化、作業環境の整備等がある。

問 作業所が実施したいと声を上げるのは、難しい。
農福連携を作業所に周知するのはどこの課か。
 町長　農業者なら、産業振興課、福祉作業所なら民

生部。どちらに来られても、総合事務局を案内する。

問 農福連携技術支援者の育成プログラムがあると
聞いた。詳しく分かるか。
 町長　農福連携技術支

援者の育成は国が実施

しているが、内容は把

握していない。

問 教員の負担軽減策について、本町の取り組みは。
 教育長　令和 3年度より、両中学校において部活

動指導員を配置し、土日における教員の負担軽減

に取り組んでいる。

・本町の公共交通政策について
・来年度施行されるこども基本法について
・他 3 問
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教員の負担軽減策の部活地域移行を問う
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物価急騰下、
町独自でも
町民支援を

［答］
国の支援策を活用し、
支援事業を検討する

問 コロナ禍に加え物価急騰が続く中、
国の支援策だけでは不十分。町独自の支
援も必要でないか。
 町長　国からの交付金状況によるが、関係機関や

団体と相談しながら検討する。

問 交付金で現金や商品券を一律に給付したのは全
国自治体の 3 割だけ。本町も一律給付は止めて、
本当に困っている人達に厚く支援すべきではない
か。
 町長　生活困窮世帯や非課税世帯での線引きはで

きるが、本当に困っているという人達に対しては、

区別が難しい。支援事業として事務的に可能かど

うか検討が必要。

問 町のコンピューター（以下 PC）に侵入し、ロッ
クしたり、個人情報公開で脅す等して身代金を要
求する攻撃に対するランサムウェア対策は十分か。
 企画財政課長　個人情報管理の PC とインター

ネットやメールを利用する PCを分離し、外部か

ら侵入できない、また、不正な通信やウイルスメー

ルを検知する仕組みを構築している。さらに、職

員に対して不審メールへの対応と注意喚起を行っ

ている。

（※）ランサムウェアとは、感染したコンピュータ

をロックしたり、ファイルを暗号化することによっ

て使用不可にしたのち、元に戻すことを引き換え

に「身代金」を要求することです。

身代金要求のランサムウェア（※）対策を問う

こんな質問もしました

（農林水産省ＨＰより）
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技術支援者育成
プログラムとは？
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国が実施している。
内容は把握していない


